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会社法Ⅱ 開講にあたって 

担当者：伊藤靖史（mail：yaito@mail.doshisha.ac.jp） 

 

1.受講上の注意 

 

・ネット配信授業（音声ファイルと資料をオンデマンド配信） 

・質問は随時受け付ける（e-class メッセージでもよいし、上記アドレスまでメールを送信

してもよい。メッセージには件名を記し、本文に自分の氏名と学籍番号を記すこと） 

・最新版の六法を参照しながら受講すること 

 

2.成績評価――筆記試験形式での評価 100％ 

 

3.プリント 

 

・e-classで資料（レジュメその他の配布資料・講義音声）の URLを示す 

・通常の講義よりは説明の繰り返しを減らす予定→適宜一時停止するか、繰り返すこと 

 

＊プリントでの法令条文、裁判例の略称など 

 

会社法→会社、会社法施行規則→会社則、会社計算規則→会社計算、金融商品取引法→金商 

など（有斐閣の六法の略語に従う） 

法令名の後、条数＝算用数字、項数＝ローマ数字、号数＝丸囲み数字 

例）会社法 362 条 2項 2号→会社 362Ⅱ②  

会社法 390条 2項柱書ただし書→会社 390Ⅱ柱但 

 

裁判例 

例）最高裁判所平成 16 年 6月 10日判決民集 58巻 5 号 1178頁 

→最判平 16・6・10 民集 58-5-1178 

 

4.文献 

 

・テキスト：伊藤靖史＝大杉謙一＝田中亘＝松井秀征『会社法《Legal Quest》〔第 5版〕』 

（有斐閣、2021年） 

 

・参考文献：田中亘『会社法〔第 3版〕』（東京大学出版会、2021年） 

江頭憲治郎『株式会社法〔第 8版〕』（有斐閣、2021年） 
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5.情報公開――HP「伊藤研究室」 http://www1.doshisha.ac.jp/~yaito/ 

 

・講義の細目次、テキスト・参考文献の該当箇所 

・終了済み講義のプリントのダウンロードはこちらからでもできるようにする予定 

・過去の試験問題・解答 

 

6.講義計画 

 

A.株式の内容と譲渡 

 

1.株式の内容 

2.株式の譲渡制限 

3.株式の譲渡方法 

4.株主の権利行使 

 

B.株式会社の資金調達 

 

5.募集株式の発行(1)：募集事項の決定 

6.募集株式の発行(2)：引受けと出資の履行、金商法 

7.募集株式の発行(3)：募集株式の発行について争う方法 

8.投資単位の調整 

9.自己株式 

10.新株予約権 

11.社債 

 

C.設立 

 

12.設立(1)：設立の手続 

13.設立(2)：設立に関する問題 

 

 


